	タオル卸売業


売上高は微増で推移している。仕入価格は平成22年から23年初めにかけて大きく上昇したが、23年春頃には落ち着き、また、販売高も微増となったため、収益は厳しいながら改善に向かっている。

商品面では、消費者が自家使用のために購入する品や国内産地品の取扱いがやや増えている。

商品調達においては、ほとんどの企業で海外調達割合（重量ベース）が５割を超えており、海外調達戦略が引き続き重要となっている。
業界概要　

タオルを販売用途別にみると、ギフト商品、名入れ商品、自家消費商品に大別される。

ギフト商品は、御祝、仏事（主に香典返し）を中心に広く贈答用に使用される。
名入れ商品は、タオルに企業名、商品名、ロゴ等がプリントされたもので、主に企業の販促用に使用される。

自家消費商品は消費者が自家使用のために、量販店等で購入するものである。
タオル卸売業の扱い割合は、ギフト商品と名入れ商品で５割弱、自家消費商品で５割強という例が多いが、一部大手企業では自家消費商品が８～９割を占める例もみられる（重量ベース、以下同じ）。
販売先は各地域の２次卸売業が多いが、自家消費用が８割以上を占める企業では量販店が最大の取引先となっている。
仕入先をみると、約15年前頃までは、愛媛県今治や大阪府泉州の産地からの調達が多かった。すなわち、卸売業者が商品企画、金融、在庫等の機能を果たしつつ、製造業者に生産を委託してきた。
近年は低価格の輸入品に対する需要が強まり、11年には国内生産と輸入がほぼ同量となり、12年以降、輸入量が国内生産量を上回っている。23年における輸入浸透率は81％である。
タオル卸売業者においては、自ら中国等の協力工場に委託生産して、輸入する割合が高まっている。海外調達割合は、自家消費商品を主に扱う企業で８～９割、ギフト商品や名入れ商品に力を入れる企業では５～６割という状況である。
ギフト商品、名入れ商品、自家消費商品ともに、国内と海外、双方で調達されるが、ギフト商品、名入れ商品は納期や取引ロットの関係で国内調達される場合が少なくない。
卸売業者数を業界団体の組合員数からみると、大阪タオル卸商業組合59社、東京タオル卸商業組合31社となっており、大阪の組合内に日本タオル卸商連合会がある。
大阪のタオル卸売業の特徴は、以上のように国内産地及び海外の製造業者に、主に自社企画の委託生産を行う製造卸売業の業態が多く、１次卸売業として各地域の２次卸売業へ販売したり、大型小売店への販売がみられることである。大阪府内の当卸売業の立地は大阪市内船場地区と箕面市の繊維卸商団地である。

売上高は微増
販売は数量面ではほぼ横ばいで推移しているが、金額面では単価が23年、24年と若干、上昇したため、微増である。
商品用途別にみると、ギフト商品は、ギフトの多様化、チョイス（カタログギフト）の増加、仏事では家族葬や香典辞退の増加等の影響がみられる。ただし、ギフト市場では、引き続き上位にあげられる商品の一つである。商品面では卸売業の企画品や、ライセンスブランド品に加えて、ここ数年は国内産地のブランド品に対する需要も高まっている。
名入れ商品は、企業の限られた広告宣伝予算にあわせた商品を提供できるため、根強い需要がみられる。企業の予算節減による配布先の限定により受注量が小口化する動きもみられるが、一方で、各種イベントでの配布用やスポーツ競技でのファンの応援グッズ等、用途は広く、堅調である。23年後半は大震災復興のチャリティコンサート等の行事用で注文が増加した。

自家消費商品の需要は堅調である。近年、ギフトや名入れで、タオルを入手する機会が少なくなってきていることや、後述のような機能商品、こだわり商品を求める消費者が増えていることを反映している。価格が重視され、主に海外調達されるが、ここ数年は国内産地のブランド品にも動きがみられる。自家消費商品には、節電に関連した商品も含まれるが、23年、24年の夏は、従来からの吸水性、速乾性、抗菌・防臭・消臭機能に加えて、涼感機能を持ったタオルマフラ（濡れるとひんやりする）、保冷タオルマフラ（保冷剤をはさむ）、ガーゼ系や変化のある織組織等、肌感触や風合いに特徴のある商品等で動きがみられた。
輸入は重量ベースで微減
　タオルの輸入は重量ベースではここ数年、微減で推移している。

金額ベースでみると、23年は綿糸相場上昇による商品調達価格の上昇もあって、前年比22％と大きく増加したが、24年は同価格が低下傾向にあり、前年比で減少した。

輸入先の国別割合をみると、中国（24年値で68.1％）とベトナム（同23.6％）が多く、インドネシア、パキスタンと続いている。

中国各地で反日デモ等が行われた24年９月以降、中国からの商品調達をみると、現地の協力工場より日本への出荷に影響はみられなかった。企業によっては、社員の中国への出張を見合わせたり、副資材等の現地への輸出に若干の遅れがみられたようであるが、１か月程度で正常に戻っている。
収益は厳しいながら改善に向かう

22年から23年初めにかけて世界的な綿花高騰により、綿糸価格が上昇した。タオル原価に占める糸の比率は高いため、商品の仕入価格は前年比で30～40％と大きく上昇した。

一方、販売価格に対してはこうした上昇分を全て転嫁することは難しく、各社の収益は悪化した。ただし、23年春頃より、仕入価格の上昇は一服し、横ばいから下降に向かったことや、販売高も23年、24年と微増で推移したことから、収益は厳しいながらも改善に向かっている。
情報化投資に力を入れる

自家消費用タオルの扱いが多い企業では、量販店との取引が重要となる。量販店等大型小売店との取引では、現在、19年に経済産業省の「流通システム標準化事業」によって開発、制定された流通ＢＭＳ（ビジネス・メッセージ標準）に対応したコンピュータシステムが中心となっている。このため、各社ともこのシステムに対応したコンピュータ機器やソフトの導入に力を入れている。投資額は多大であるが、流通業者が統一的に利用でき、どの量販店とも同じシステムが使えるメリットが大きいことや、同業者との競争もあり、各社とも積極的な取組がみられる。
見直される専門卸売業の強み
寝具や家庭日用品の卸売企業、アパレル企業、大型小売店等、主に当業界の販売先となる企業が、直接、中国等の流通業者より商品を仕入れる例が一部でみられる。他の商品と比べて扱いやすいとみられがちであるためであるが、商品企画力、生産委託先との連携、在庫機能（販売先の商品品揃えや在庫の負担を代わりに担う）等で強みをもつ当業界経由の仕入れがあらためて見直される例は少なくない。

今後の見通し　　
タオルは生活必需品であり、内需は量的には安定した推移が見込まれる。
仕入面で、国内産地の経営努力に対応して国内調達を増やす動きもみられるが、海外調達戦略が引き続き重要であることに変わりはない。当業界は自社企画品を協力工場に委託生産するという製造卸売業としての機能に強みをもつ企業が多いが、海外企業との連携強化等、海外事業における経営力のさらなる強化が求められる。　　
販売面で、以上のような商品企画力や、製造卸売業としての機能の強みを活かし、流通をリードしてゆく事業展開が期待される。国内流通においては、従来の卸売業に加えて、量販店、衣料品チェーン店、通販会社、雑貨店等との取引も増えており、これら企業との取引を拡大する上で、さらなる情報化投資への取組も重要となっている。　　　　　　　　（松岡　信明）　　　
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19年 84,247 59,180

平成 20年 80,378(-4.6) 55,225(- 6.7)

21年 78,071(-2.9) 48,756(-11.7)

22年 77,315(-1.0) 49,221(+ 1.0)

23年 77,131(-0.2) 60,207(+22.3)

24年 77,082(-0.1) 57,423(- 4.6)

（注）統計品別表の輸入品目コードは、

タオルの輸入高

資料：輸入は、財務省『貿易統計』。

　　　5802.11-090、5802.19-090、6302.60-000。

　　　（　）内は前年比、前年同期比。
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計

19年 10,510 10,546 21,321

平成 20年 9,835 10,276 20,676(-3.0) 80.7

21年 9,209 9,381 18,698(-9.6) 81.7

22年 8,845 9,851 18,696(-0.0) 81.5

23年 8,951 10,014 18,965( 1.4) 81.2

24年 8,986 10,020 19,006( 0.2) 81.1

タオルの生産高等

輸入浸

透率

（％）

        国内生産高（トン）



資料：大阪タオル工業組合、四国タオル工業組合。

（注）（　）内は前年比、前年同期比。

　　　22年以降、その他地域の生産はなし。


PAGE  
2

